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介護保険負担限度額認定証の申請について 
 介護保険負担限度額認定制度は、介護保険施設への入所又はショートステイ利用の際に、低所

得者の方の負担が過重とならないように食費・居住費（滞在費）の負担軽減を図る制度です。 

以下の要件を満たす方が認定の申請をし、「介護保険負担限度額認定証」（以下「認定証」）の

発行を受けることにより、利用することができます。 

 対象となるサービスは、介護老人福祉施設（地域密着型含む）・介護老人保健施設・介護医療院・短期

入所生活介護・短期入所療養介護です。 

 

 

 

 
 

 

 

              

 

 

 

 

 

利用者 

負担段階 

区分 

対象者 １日あたりの居住費（滞在費） １日あたりの食費 

所得に関する要件 資産に関する 

要件(※１) 

ユニット型 

個室 

ユニット型 

個室的多床室 

従来型個室 

(※２) 

多床室 

(※２) 

入所 ショート

ステイ 

第１段階 生活保護受給者 なし 
 

880 円 
 

550 円 

 
550 円 
380 円 

 
0 円 

 
300 円 

 
300 円 

第２段階 
住

民

税

非

課

税

世

帯 

年金収入等 

(※３)の合計が

80 万円以下 

650 万円以下 

(夫婦の場合は

1,650 万円以下) 

 

880 円 

 

550 円 

 

550 円 

480 円 

 

430 円 

 

390 円 

 

600 円 

第３段階① 

年金収入等の合

計が 80 万円超

120 万円以下 

550 万円以下 

(夫婦の場合は

1,550 万円以下) 

 

1,370 円 

 

1,370 円 

 

1,370 円 

880 円 

 

430 円 

 

650 円 

 

1,000 円 

第３段階② 
年金収入等の合

計が 120 万円超 

500 万円以下 

(夫婦の場合は

1,500 万円以下) 

 

1,370 円 

 

1,370 円 

 

1,370 円 

 880 円 

 

430 円 

 

1,360 円 

 

1,300 円 

第 4段階 

(※４) 

 

非該当の方 
（基準費用額） 

 

2,066 円 

 

1,728 円 

 
1,728 円 
1,231 円 

 
437 円 
915 円 

 

1,445 円 

 

1,445 円 

① 利用者（被保険者本人）を含む世帯全員（別世帯の配偶者を含む）が 

住民税非課税であること 

② 利用者及び配偶者の預貯金等の合計が一定金額以下であること 

（下記表「資産に関する要件」のとおり） 

※ ３頁その他注意事項について③・④をご参照ください。 

※  

対象者の要件（①、②の両方を満たしている方） 

1 日あたりの負担額 

※１ 第 2号被保険者（６５歳未満）の方の資産に関する要件は利用者負担段階区分にかかわらず
1,000 万円以下（夫婦の場合 2,000 万円以下）となります。 

※２ 従来型個室及び多床室の上段は介護老人保健施設・介護医療院・短期入所療養介護、下段は
介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設・短期入所生活介護を利用した場合の負担
額を表示しています。 

※３ 年金収入等とは、公的年金等収入金額・その他の合計所得金額・非課税年金収入金額（遺族
年金、障害年金等）の年間合計金額のことをいいます。 

※４ 第４段階（非該当の方）に記載されている金額は、国が施設における平均的な費用などによ
り定める標準的な金額です。実際の費用は施設との契約によりますので、施設にご確認くだ
さい。 

※５ 令和６年８月より、居住費(滞在費)について、近年の光熱水費の高騰等に対応して 60 円ずつ
増額されています。 



2 

 

資産要件の確認に必要な添付書類について 

認定証の発行には資産に関する要件がありますので、申請には原則として利用者及び配偶者の

預貯金通帳の写し等が必要です。 

 ※添付書類の写しは A4 サイズで提出してください（拡大コピー等は不要です）。 

 

○ご提出いただく必要のあるもの（通帳の写しが必要な箇所） 

利用者及び配偶者が保有している全ての預貯金通帳について次の①～③の写しが必要です。 
     

① 預貯金通帳（総合口座・普通・定

期等）の銀行名・支店名・口座番号・

口座名義人が確認できる部分 

※一般的には通帳の見開きに記載が

あります。（右例参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 普通預金の最終残高と年金受給

金額が確認出来る部分 

※直近２か月以内の最終残高部分と

年金受給金額が確認できる部分を

コピーしてください。 

※銀行が遠隔地にあり記帳が難しい

場合は、キャッシュカードの写し＋

残高証明書でも可。 

 

③ 定期・定額・貯蓄・積立貯金等の

残高部分 

※注意※ 総合口座通帳の場合、定期・定額・貯蓄・積立貯金等の部

分が「ゼロ（無し）」の場合でも、その部分の写しが必要になります。 

 

○その他の資産（保有している場合）の提出書類 

④有価証券（株式・投資信託・国債・

社債・地方債など） 

証券口座や銀行の口座残高証明書の写しが必要になります。 

（ウェブサイトの写しも可） 

⑤金・銀（積立購入を含む）等購入先

が容易に把握できる貴金属 

購入先銀行等の口座残高の写しが必要になります。 

（ウェブサイトの写しも可） 

⑥負債（住宅ローン・借入金等） 借用書等の写しが必要です（預貯金等から差し引いて計算します）。 

※生命保険、自動車、装身具、装飾品等、絵画、骨董品、家財等は預貯金等の対象外です。 

 

認定証交付後に資産に関する要件を超過していることが判明し、 

遡って保険給付費を返還していただく事例が発生しています。 

預貯金通帳等の写しの提出漏れがないよう再度ご確認ください。 

 

※ゆうちょ銀行の場合は、通帳の見開きの下部に店番号と口

座番号が記載されていますので、その部分を含めてコピーし

てださい。 

通帳の見開き部分（例） 

通帳の内容部分（例） 
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本人確認書類・個人番号（マイナンバー）確認書類の提出について 

添付書類として利用者及び配偶者の本人確認書類・個人番号（マイナンバー）確認書類が必要で

す。(1)又は(2)のいずれかの確認書類を申請書に添付してください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

         

       

 

 

その他注意事項について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 利用者及び配偶者のマイナンバーカードの写し 

  ※マイナンバーカードは表面と裏面の番号が確認できるように写しを添付 

してください。 

(2) 利用者及び配偶者の(ア)通知カードの写し・(イ)本人確認書類の写し 

(ア)令和２年５月２５日以後に住所等に変更があった方は、通知カードの写し 

はご利用いただけません。それ以前に住所等の変更の手続きをした方は、 

裏面の写しも必要です。 

(イ)「運転免許証」、「パスポート」、等の顔写真付きのものを１点、「介護保険 

被保険者証」「健康保険証」等の顔写真のない官公署が発行した証明書２点 

の写しが必要です。 

※ 個人番号（マイナンバー）が不明の場合は添付不要です。 

※ 利用者以外の方が申請を代行する場合は、上記に加え申請する方の本人確認書類の写し

を添付してください（官公署が発行した顔写真のない証明書でも可）。 

※ 後期高齢者医療被保険者証の写し、健康保険証の写しをご提出いただく場合には、 

保険者番号、被保険者番号（記号・番号）をマスキングしてご提出ください。 

マスキングがなかった場合は、区にてマスキングを行います。 

① 収入の状況が確認できない場合や他の市区町村から転入して間もない場合は、 

住民税の申告や非課税証明書の提出を求める場合があります。 

② 適用日（減額が適用される日）は、申請書を受付けた日（区役所に収受された日）の 

属する月の 1日からです。提出が月末近くになる際はご注意ください。 

例）8月 31 日に申請受理した場合は 8 月 1日から適用、 

9 月 1 日に申請受理をした場合は 9月 1日から適用となります。 

③ 介護保険の要支援又は要介護認定を受けた方が一定の基準を満たす場合、身体障害者

手帳をお持ちでなくても「障害者控除」の対象になります。障害者控除の対象になる

と、住民税が課税されている方であっても合計所得金額が 1３5万円以下の場合は、住

民税が非課税となります。申請の流れ等については、介護保険課保険給付係までお問い

合わせください。 

④ 住民税が課税されている方でも、世帯構成員の一方の方が施設に入所し食費・居住費を

負担した結果在宅で生活される方が生計困難に陥らないよう、一定の要件に満たした

場合は、特例的に第３段階②の負担限度額の部分適用を受けることができます。要件の

詳細は区ホームページ（ページ番号：14807）をご参照ください。 
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記入例を確認のうえ、申請書と同意書をご記入ください。 

また、預貯金通帳の写し等の必要書類をご用意ください。（詳細は２・３頁参照） 

 

 

 

【提出方法】・郵送又は持参 

【提 出 先】・郵送の場合…介護保険課保険給付係 

・持参の場合…介護保険課保険給付係窓口 

又は各総合支所保健福祉課窓口 

      （詳しい住所・問い合わせ先は下部をご覧ください） 

※介護保険課窓口にて手続きをされる場合、必要書類に不足がなければその場で認 

定証の発行が可能です。各総合支所での手続きの場合その場での発行はできませ 

ん。後日介護保険課から郵送で認定証を送付しますが、受付後１週間程度かかり 

ます。 

※対象サービスを利用している方は、認定証が届きましたら 

速やかに施設等へ認定証を提示してください。 

 

□ 高齢福祉部 介護保険課 保険給付係 区役所分庁舎（ノバビル）１階窓口 

℡：03-5432-2646 FAX：03-5432-3042 

住所：〒154-8504 世田谷区世田谷４－２１－２７ 

□ 世田谷総合支所 保健福祉課 世田谷区世田谷４－２２－３３ ℡：03-5432-2850 

□ 北沢総合支所  保健福祉課 世田谷区北沢２－８－１８   ℡：03-6804-8701 

□ 玉川総合支所  保健福祉課 世田谷区等々力３－４－１     ℡：03-3702-1894 

□ 砧総合支所   保健福祉課 世田谷区成城６－２－１       ℡：03-3482-8193 

□ 烏山総合支所  保健福祉課 世田谷区南烏山６－２２－１４ ℡：03-3326-6136 

申請窓口（問い合わせ先） 

申請の流れについて 

申請準備 

 

 

 

申請書類

一式提出 

 

 

 


